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(ｱ) 資 産

ａ 固定資産のスポーツ・レクリエーション施設が減少しているのは、主として
減価償却によるものである。

ｂ 現金及び預金が減少しているのは、当座預金残高の減によるものである。
ｃ 雑流動資産が減少しているのは、電気事業会計での一括運用に伴う資金融通
額の減によるものである。

(ｲ) 負債・資本

ａ 固定負債の建設改良他会計借入金が減少しているのは、電気事業会計からの
借入金の振替によるものである。

ｂ 未払金が減少しているのは、主として指定管理者が納付する施設利用料の額
確定に伴う返金額の減によるものである。

ｃ 流動負債の未払費用が増加しているのは、スポーツ・レクリエーション施設
修繕費用負担金によるものである。

ｄ 利益剰余金が減少しているのは、当年度純損失を計上したことによるもので
ある。
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イ キャッシュ・フロー計算書

当年度における資金の状況は、次のとおりである。

（単位：円，％）

対前年度比較
区 分 令和２年度 令和元年度

増減額 比 率

業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 3,500,892 9,593,029 △ 6,092,137 36.5

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 15,044,988 △ 6,058,491 △ 8,986,497 248.3

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 2,064,744 6,000,000 △ 3,935,256 34.4

資金増加額（又は減少額） △ 9,479,352 9,534,538 △ 19,013,890 －

資金期首残高 14,746,851 5,212,313 9,534,538 282.9

資金期末残高 5,267,499 14,746,851 △ 9,479,352 35.7

(ｱ) 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フローは 3,500,892円で、前年度と比べ 6,092,

137円の減となった。これは、主として未収金の増減額の増加によるものである。

(ｲ) 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローはマイナス 15,044,988円で、前年度と比

べ 8,986,497円の減となった。これは、主として有形固定資産の取得による支出

の増加によるものである。

(ｳ) 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは 2,064,744円で、前年度と比べ 3,935,

256円の減となった。これは、主として他会計借入金の返済による支出の増加に

よるものである。

(ｴ) 資金期末残高

令和２年度の資金期末残高は、資金期首残高より 9,479,352円減少し、5,267,

499円となった。

これは、貸借対照表の流動資産（現金及び預金）と一致しており、また、出納

取扱金融機関から提出された残高証明書と符合している。
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(3) 経営分析
当年度の経営分析の主要指標は、次のとおりである。

項 目 令和２年度 令和元年度 対前年度比較

総 資 本 利 益 率（％） △ 0.18 △ 1.41 1.23
収

総 資 本 回 転 率（回） 0.02 0.00 0.02
益

営業収益営業利益率（％） △ 22.7 △ 575.1 552.4
性

営業収益経常利益率（％） △ 10.3 △ 473.4 463.1

自 己 資 本 構 成 比 率（％） 13.4 13.5 △ 0.1
健

負 債 比 率（％） 645.7 639.3 6.4
全

固定資産対長期資本比率（％） 78.2 76.9 1.3
性

流 動 比 率（％） 1,336.3 761.0 575.3

(注） 各指標の算式及び説明は２５、７０頁参照

ア 収益性
(ｱ) 各指標の内容は、次のとおりである。

ａ 総資本利益率は、前年度を 1.23ポイント上回り、経営効率が向上している。

これは、主として営業収益の増に伴い営業損失が減少したことによるもので

ある。

ｂ 総資本回転率は、前年度を 0.02ポイント上回り、総資本の運用効率が向上し

ている。これは、総資本利益率と同様の理由によるものである。

ｃ 営業収益営業利益率は、前年度を 552.4ポイント上回り、営業活動の利益率

が向上している。これは、総資本利益率と同様の理由によるものである。

ｄ 営業収益経常利益率は、前年度を 463.1ポイント上回り、経営活動の利益率

が向上している。これは、総資本利益率と同様の理由によるものである。

(ｲ) 以上のとおり、収益性については、前年度に比べ向上している。

イ 健全性
(ｱ) 各指標の内容は、次のとおりである。
ａ 自己資本構成比率は、前年度を 0.1ポイント下回り、総資本に占める自己資
本の割合が減少している。これは、主として利益剰余金の減に伴い剰余金が減
少したことによるものである。

ｂ 負債比率は、前年度を 6.4ポイント上回っており、負債総額の自己資本に対

する割合は依然として高い状態である。これは、自己資本構成比率と同様の理

由によるものである。

ｃ 固定資産対長期資本比率は、前年度を 1.3ポイント上回り、固定資産を安定

した長期資本で賄う割合が減少している。これは、自己資本構成比率と同様の

理由によるものである。

ｄ 流動比率は、前年度を 575.3ポイント上回っている。
これは、未払金の減に伴い流動負債が減少したことによるものである。

(ｲ) 以上のとおり、健全性については、一部の指標を除き、前年度に比べ低下して
いる。
依然として多額の借入残高があることから、財政基盤は弱い状況にある。
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１ 審査意見

(1) 事業の概要

県立病院は、全県あるいは地域の中核病院として、多数の診療科の連携による総

合性を生かした高度・急性期医療を担うほか、新型コロナウイルス感染症等の感染

症医療や救急医療など政策医療への対応、地域の医療機関等との連携強化に取り組

むなど、県民に高度で良質な医療を安定的に提供するため、診療機能の充実や施設

整備に努めている。

(2) 経営の状況

令和２年度の経営状況については、以下のとおりである。

① 事業収益は 358億2,500万5千円で、前年度に比べ 22億1,069万2千円（6.6％）

の増となり、事業費用は 344億8,071万1千円で、前年度に比べ 2億1,329万2千円

(0.6％）の増となった。その結果、純利益は 13億4,429万4千円となり、当年度

末累積欠損金（注）は 53億8,568万6千円に縮小した。

事業収益のうち、医業収益は 270億3,818万5千円で、入院収益、外来収益とも

に減少したため、前年度に比べ 22億7,597万7千円（7.8％）の減となった。

事業費用のうち、医業費用は 321億2,077万円で、主として材料費の減少によ

り、前年度に比べ 3億8,990万4千円（1.2％）の減となった。

（注）文中の「累積欠損金」は、下記表中等では「利益剰余金」である。

経営状況の推移

（単位：百万円）

年 度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事 業 収 益 ３０，７１４ ３１，６８４ ３２，５６１ ３３，６１４ ３５，８２５

事 業 費 用 ３０，３４３ ３１，６５５ ３２，５６６ ３４，２６７ ３４，４８１

純 利 益 ３７２ ２９ △５ △６５３ １，３４４

利益剰余金 △６，１０１ △６，０７２ △６，０７７ △６，７３０ △５，３８６

② 各病院別では、宮崎病院が 2億7,064万7千円の純利益を計上し、延岡病院が

12億9,374万8千円の純利益を計上し、日南病院は 2億2,010万1千円の純損失を計

上している。

③ 地方公営企業法第１７条の２の規定等に基づき一般会計から繰り入れた額は、

救急医療、高度特殊医療等の経費に充てるための収益的収入 69億358万4千円

（うち新型コロナウイルス感染症患者等入院病床確保支援事業 36億178万5千

円）と企業債償還金等の経費に充てるための資本的収入 23億5,247万7千円で、

合計 92億5,606万1千円となっており、前年度に比べ 45億6,173万8千円(97.2

％)の増となった。

④ 経営分析による主な経営指標を見ると、収益性については、全体的に前年度に

比べやや改善はしているが、依然として収支不均衡の状態が続いている。また、

健全性については、全体的に前年度に比べ向上しているが、依然として低い水準

にあるので、改善に向けて更なる努力が必要である。（８９、９０頁参照）

-116-

930130
テキストボックス





－74－

(3) 審査意見

病院事業は、少子高齢化の進行、疾病構造の変化、医療制度改革等の医療を

取り巻く環境が大きく変化する中、全県レベルあるいは地域の中核病院として、

その役割を将来にわたって安定的に果たしていくことが求められている。

経営状況を見ると、平成１８年度に「宮崎県病院局」を設置して以降２回にわ

たり中期経営計画を策定し、経営改善に取り組んだ結果、平成２５年度に黒字に

転換し、その後は赤字を計上した年度もあったが、収支の状況は安定していた。

しかしながら、令和元年度決算では、新型コロナウイルス感染症の影響等もあ

り 6億5,310万6千円の赤字となった。

令和２年度決算では、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響で、患者数が

前年度と比較して大幅に減少し、入院収益、外来収益ともに減少しているが、新

型コロナウイルス感染症患者等入院病床確保支援事業費補助金等の活用により、

一般会計繰入金が大幅に増加し、費用についても、材料費、経費ともに減少した

結果、13億4,429万4千円の純利益を計上している。

今後の病院事業については、平成２７年３月に策定された「宮崎県病院事業経

営計画２０１５」や「県立宮崎病院再整備基本構想」などにより、県立病院とし

て期待されている役割と機能を十分に果たすとともに、新病院への移行に伴い医

療機能等の充実が図られる宮崎病院をはじめ、各病院とも更なる経営改善を推進

することが望まれる。

また、新型コロナウイルス感染症に対しては、感染症指定医療機関として３病

院とも患者の受入体制の整備を行い、期待される成果を挙げている。今後とも、

引き続き県民の命を守るため、重要な役割を果たしていくことが望まれる。
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① 医師の確保について

高度・専門医療の水準を維持・向上させ、診療収入の増を図るためには、医

師の確保が極めて重要な課題である。これまでも様々な取組が行われており、

令和２年度末の医師数は前年度と比較して３名増の２１１名となっている。

令和２年度は、日南病院において５名の医師を増員することができたものの、

延岡病院及び日南病院では、依然として精神科、神経内科などの一部の診療科

が休診のままである。今後とも引き続き、勤務環境の改善等に努め、医師の確

保に積極的に取り組むことが望まれる。

また、臨床研修医の確保は、将来の医師確保の面から大変重要であり、民間

企業等が主催する病院合同説明会や宮崎大学医学部主催の病院合同説明会に参

加する等、医学生に向けてＰＲ活動を積極的に行い、臨床研修医の確保に努め

ている。今後とも、積極的な取組が望まれる。

医師数の推移
（単位：人）

年 度 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末 令和２年度末

医 師 数 191 201 200 208 211

宮崎病院 101 105 108 111 110
内

延岡病院 52 58 55 61 60
訳

日南病院 38 38 37 36 41

② 看護職員等の確保・育成について

より質の高い医療を県民に提供し、診療収入の増を図るためには、看護職員

等の確保や育成も重要である。

そのため、ＵＩＪターン看護師の受け皿として東京、大阪、福岡でも看護師

採用試験を実施しているほか、勤務先を延岡病院・日南病院に限定した「地域

枠」採用試験も引き続き実施している。

さらに、新型コロナウイルス感染症対策として、県内外の新規学卒者を対象

としたオンライン座談会やＰＲ動画をインターネットで配信するほか、離職者

を防ぐために、前倒し採用による弾力的な配置等を行うなど、勤務環境の改善

に向けた取組を実施し、看護職員等の確保に努めている。

また、高度医療を担う医療スタッフの資質向上を目指した資格取得の支援に

取り組んでいる。

今後とも、看護職員等の確保・育成について積極的に取り組むことが望まれ

る。

③ 収益の確保と費用削減への取組について

収益の状況を医業収支比率（医業費用に対する医業収益の割合）で見ると、

患者数が大幅減となり、入院収益、外来収益ともに減少したことにより、医業

収益全体も減となり前年度に比べ 6.0ポイント減の 84.2％となった。

また、費用では、医薬品費の減により材料費が減少したものの、医業収益も

それ以上に減少したため、医業収益に対する医療材料費の比率は前年度に比べ

1.3ポイント増の 31.9％となっている。
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(4) 各病院の状況

① 宮崎病院

事業収益は 157億8,519万3千円で、前年度に比べ 11億35万9千円（7.5％）

の増となり、事業費用は 155億1,454万6千円で、前年度に比べ 9,033万3千円

（0.6％）の増となった。その結果、純利益は 2億7,064万7千円となり、新型コ

ロナウイルス感染症の影響等で大幅な赤字となった前年度と比較して、10億

1,002万6千円の増益となり、４年ぶりに黒字に転じている。

内訳として、医業収益は 118億2,796万8千円と、入院収益、外来収益ともに減

となり、前年度に比べ 11億2,805万3千円（8.7％）の減となった。医業費用は

146億431万2千円と、主として材料費の減少により、前年度に比べ 1億9,438万

6千円（1.3％）の減となった。

（審査意見）

全県レベルの中核病院として、民間の医療機関等との機能分担を図りながら、

その特色である多数の診療科の連携による総合性を生かし、高度医療、救急医療

及びがん治療等の高度急性期医療の充実や、専門性の高い医療の提供に努めてい

る。

また、平成２１年度に開設した精神医療センターでは、民間の精神科病院では

対応困難な精神科救急や身体合併症を有する患者への医療を引き続き提供し、精

神疾患に関する全県レベルの中核病院としてその充実に努めている。

令和２年度は、病院再整備に係る医療器械として、３Ｄ解析ワークステーショ

ンや手術用顕微鏡等の設置、更新を行い、診療機能の充実を図っている。

今後、一層経営改善に向け努力するとともに、令和５年度にグランドオープン

を予定している新病院については、「県立宮崎病院再整備基本構想」の下、円滑

な開院に向けて、令和２年１１月の停電事故を教訓としてリスク管理に十分留意

しながら、着実に準備を進め、引き続き良質な医療を提供し、救急医療施設、基

幹災害拠点病院及び感染症指定医療機関としての役割を果たしていくことが望ま

れる。

② 延岡病院

事業収益は 134億3,608万円で、前年度に比べ 11億5,303万1千円（9.4％）

の増となり、事業費用は 121億4,233万1千円で、前年度に比べ 6,819万8千円

（0.6％）の増となった。その結果、純利益は 12億9,374万8千円と前年度に比べ

10億8,483万2千円の増となり、９期連続で黒字を維持している。

内訳として、医業収益は 104億3,689万円と、入院収益、外来収益ともに減少

したことにより、前年度に比べ 4億5,701万3千円（4.2％）の減となった。医業

費用は 112億400万5千円と、主として材料費及び減価償却費の減少により、前年

度に比べ 1億2,256万7千円（1.1％）の減となった。

（審査意見）

県北地域の中核病院として、民間病院では対応困難な高度医療や救急医療を担

うとともに、地域医療支援病院として地域の医療機関との連携を着実に進めてい

る。

また、迅速な治療が必要な患者の搬送や、災害発生時の治療が可能となるヘリ

ポートを併設した救命救急センターの稼働に加え、県内初の救急車型のドクター

カーを整備し、県北地域における救急医療充実への期待に応えている。
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－83－

(2) 資本的収入及び支出の状況

資本的収入及び支出の状況は、次のとおりである。

収 入
（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌 年 度 対予算額増減繰 越 額

資本的収入 19,147,169,000 5,321,705,018 11,885,600,000 △1,939,863,982
企業債 16,790,300,000 2,892,000,000 11,885,600,000 △2,012,700,000
一般会計出資金 0 0 0 0
一般会計負担金 2,286,869,000 2,352,477,136 0 65,608,136
一般会計借入金 0 0 0 0
補助金 70,000,000 75,427,882 0 5,427,882
固定資産売却代金 0 0 0 0
その他資本収入 0 1,800,000 0 1,800,000

支 出
（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 翌 年 度 不 用 額繰 越 額

資本的支出 20,789,434,800 7,097,711,966 11,901,277,000 1,790,445,834
建設改良費 17,410,132,800 3,751,811,894 11,901,277,000 1,757,043,906
企業債償還金 3,342,302,000 3,342,300,072 0 1,928
長期借入金償還金 0 0 0 0
一般会計借入金償還金 0 0 0 0
投資 36,000,000 3,600,000 0 32,400,000
予備費 1,000,000 0 0 1,000,000

（注） 決算額には、建設改良費に仮払消費税及び地方消費税 305,158,042円が含まれている。

差 引
（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額

資 本 的 収 入 19,147,169,000 5,321,705,018
資 本 的 支 出 20,789,434,800 7,097,711,966
差 引 △ 1,642,265,800 △1,776,006,948

ア 資本的収入の決算額は、予算額に比べ 1,939,863,982円の減となっている。

これは、主として企業債が 2,012,700,000円の減となったことによるものである。

また、企業債の翌年度繰越額 11,885,600,000円は、県立宮崎病院再整備事業等

によるものである。

イ 資本的支出の決算額は、予算額に比べ 1,790,445,834円の不用額を生じている。

これは、主として建設改良費が 1,757,043,906円不用となったことによるもので

ある。

また、建設改良費の翌年度繰越額 11,901,277,000円は、県立宮崎病院再整備事

業等によるものである。

ウ 資本的収支においては、1,776,006,948円の不足額を生じている。

これについては、損益勘定留保資金 1,772,565,540円、消費税及び地方消費税

資本的収支調整額 3,441,408円で補てんしている。
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附 表　３　 比較キャッシュ・フロー計算書

円 ％

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 1,344,293,955 △ 27.8

減価償却費 2,500,886,418 △ 51.7

減耗損失 33,584,697 △ 0.7

退職給付引当金の増減額   （△は減少） 330,000,000 △ 6.8

賞与引当金の増減額　　   （△は減少） 107,144,000 △ 2.2

法定福利費引当金の増減額 （△は減少） 17,336,000 △ 0.4

貸倒引当金の増減額       （△は減少） 3,972,000 △ 0.1

長期前受金戻入額 △ 1,439,955,141 29.8

利息及び配当金の受領額 0 0.0

利息の支払額 361,969,946 △ 7.5

未収金の増減額           （△は増加） △ 1,582,693,259 32.7

前払金の増減額           （△は増加） △ 5,720,463,800 118.2

その他流動資産の増減額   （△は増加） △ 669,046,584 13.8

未払金の増減額           （△は減少） △ 213,494,811 4.4

その他流動負債の増減額   （△は減少） 665,285,533 △ 13.7

たな卸資産の増減額       （△は増加） △ 4,100,292 0.1

長期前払消費税勘定償却額 104,487,290 △ 2.2

繰延勘定償却額 0 0.0

その他非資金損益項目 △ 316,467,276 6.5

△ 4,477,261,324 92.5

利息及び配当金の受領額 0 0.0

利息の支払額 △ 361,969,946 7.5

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,839,231,270 100.0

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 3,410,625,672 258.3

無形固定資産の取得による支出 △ 36,028,180 2.7

一般会計からの繰入金による収入 2,427,905,018 △ 183.9

投資その他の資産の取得による支出 △ 301,716,634 22.8

繰延勘定の取得による支出 0 0.0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,320,465,468 100.0

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 5,714,900,000 108.6

建設改良費等の財源に充てるための企業債に
よる収入

2,892,000,000 54.9

建設改良費等の財源に充てるための企業債の
償還による支出

△ 3,342,300,072 △ 63.5

その他の他会計借入金の返済による支出 0 0.0

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,264,599,928 100.0

　資金増加額（又は減少額） △ 895,096,810 －

　資金期首残高 3,778,808,759 －

　資金期末残高 2,883,711,949 －

（注）１　間接法による。

      ２　四捨五入の関係で内訳と合計は一致しないことがある。

小　      　計

区　　　　分
令和２年度

金　　　額 構成比

－100－
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円 ％ 円 ％

△ 653,105,547 52.0 1,997,399,502 －

2,543,745,876 △ 202.5 △ 42,859,458 98.3

53,420,328 △ 4.3 △ 19,835,631 62.9

330,000,000 △ 26.3 0 100.0

63,921,000 △ 5.1 43,223,000 167.6

14,391,000 △ 1.1 2,945,000 120.5

3,846,000 △ 0.3 126,000 103.3

△ 1,506,331,484 119.9 66,376,343 95.6

△ 428,052 0.0 428,052 －

409,910,645 △ 32.6 △ 47,940,699 88.3

△ 13,802,485 1.1 △ 1,568,890,774 11466.7

△ 852,995,000 67.9 △ 4,867,468,800 670.6

△ 697,155,138 55.5 28,108,554 96.0

△ 1,147,032,285 91.3 933,537,474 18.6

704,783,909 △ 56.1 △ 39,498,376 94.4

34,912,071 △ 2.8 △ 39,012,363 －

95,856,175 △ 7.6 8,631,115 109

0 0.0 0 －

△ 230,803,249 18.4 △ 85,664,027 137.1

△ 846,866,236 67.4 △ 3,630,395,088 528.7

428,052 0.0 △ 428,052 －

△ 409,910,645 32.6 47,940,699 88.3

△ 1,256,348,829 100.0 △ 3,582,882,441 385.2

△ 2,715,975,762 197.3 △ 694,649,910 125.6

△ 62,530,000 4.5 26,501,820 57.6

1,639,426,800 △ 119.1 788,478,218 148.1

△ 237,160,490 17.2 △ 64,556,144 127.2

0 0.0 0 －

△ 1,376,239,452 100.0 55,773,984 95.9

1,251,700,000 106.8 4,463,200,000 456.6

2,630,300,000 224.5 261,700,000 109.9

△ 2,710,520,714 △ 231.4 △ 631,779,358 123.3

0 0.0 0 －

1,171,479,286 100.0 4,093,120,642 449.4

△ 1,461,108,995 － 566,012,185 61.3

5,239,917,754 － △ 1,461,108,995 72.1

3,778,808,759 － △ 895,096,810 76.3

比　率

令和元年度 対前年度比較

金　　　額 構成比 増 減 額

－101－
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